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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、下記組成：
Ｍｇ：２．５～５．０％、
Ｆｅ：０．１～０．３％、
Ｓｉ：０．０６～０．１２％、および
残部：アルミニウムと不可避的不純物
から成り、上記不可避的不純物のうちＭｎ：０．１％以下, Ｃｒ：０．０５％以下に制限
し、
円相当径０．２μｍ以上の第二相粒子が２００００個/ｍｍ２以下、繊維状の未再結晶組
織であることを特徴とする高温高速成形性に優れたアルミニウム合金板。
【請求項２】
　請求項１において、質量％で、
Ｔｉ：０．００１～０．１％、
を更に含有することを特徴とするアルミニウム合金板。
【請求項３】
　請求項１または２において、４００～５５０℃の温度域において歪速度２×１０－２～
８×１０－１/ｓｅｃで成型加工したときの伸びが２５０％以上であることを特徴とする
アルミニウム合金板。
【請求項４】
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　請求項１から３までのいずれか１項記載のアルミニウム合金板を製造する方法であって
、
請求項１または２記載の組成の合金溶湯を準備し、
上記合金溶湯を薄板連続鋳造機にて厚さ５～１５ｍｍのスラブに鋳造し、
上記スラブを巻き取り、
均質化処理することなく冷延率７０～９６％で冷間圧延し、
冷間圧延後に最終焼鈍を施さない
ことを特徴とする高温高速成形性に優れたアルミニウム合金板の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高速超塑性成形性に優れたアルミニウム合金板およびその製造方法に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　アルミニウム板成形品のデザインの多様化にともなう成形形状の複雑化に対応するため
、成形性に優れたアルミニウム板が提案されているが、一般的な常温でのプレス成形では
アルミニウム板の伸びが数十％であるため、顧客の望む形状を得ることができない場合が
ある。これに対し、巨大伸びを得ることができる超塑性アルミニウム板は、顧客の所望す
る形状に容易に対応できるため、その使用が増えている。しかし、従来のＡｌ－Ｍｇ系超
塑性合金は、成形速度（ひずみ速度）が１０-4～１０-3/secと遅い場合に最大伸びが得ら
れるため、成形に多くの時間を有し生産性が劣る欠点があった。
【０００３】
　これを解決するため、比較的粗いＡｌ－Ｆｅ－Ｓｉ系化合物の数を減らし、結晶粒径の
範囲を規定した高速超塑性変形が可能なＡｌ－Ｍｇ系合金板が開発されている（特許文献
１、２）。これら材料は不純物としてのＳｉ量を０．０６％以下、Ｆｅ量を０．０６％以
下と厳しく規制することで目的とする高速超塑性変形が得られる。しかし、不純物を厳し
く規制しているため、地金コストが高くなるという問題点を抱えている。さらに、製造方
法も高温で均質化処理した鋳塊を熱間圧延・冷間圧延する工程を含むため、工程数が多い
という問題もある。
【０００４】
　上記の問題を解消するため、本出願人は特許文献３において、Ａｌ－Ｍｇ系合金溶湯を
双ベルト鋳造機により鋳造時冷却速度２０～１５０℃/secで鋳造厚さ５～１５ｍｍのスラ
ブとし、引き続き冷延率７０～９６％で冷間圧延し、得られた冷間圧延板を焼鈍すること
を特徴とするＡｌ－Ｍｇ系合金板の製造方法を提案した。この製造方法によると、Ｓｉ量
０．０６％～０．２％、Ｆｅ量０．１％～０．５％を含有していても、金属間化合物をマ
トリックス中に均一微細に分散させることができ、高温高速成形性に優れ、且つ成形後の
キャビティの少ないＡｌ－Ｍｇ系合金板を得ることができる。しかしながら、この材料で
は焼鈍材の結晶粒微細化のためにＭｎ、Ｃｒ、Ｚｒのいずれかを添加する必要があるだけ
でなく、高温高速成形性も更なる向上が望まれていた。
【特許文献１】特開平０９-５９７３６号公報
【特許文献２】特開平１０－２５９４４１号公報
【特許文献３】特開２００５－３０７３００号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、地金コストを上昇させず、製造工程数も増加させることなく、結晶粒微細化
のための添加元素も必要とせずに、薄板連続鋳造プロセスにより製造される高速超塑性成
形性に優れたアルミニウム合金板およびその製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
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【０００６】
　上記の目的を達成するために、本願第１発明によれば、質量％で、下記組成：
　Ｍｇ：２．５～５．０％、
　Ｆｅ：０．１～０．３％、
　Ｓｉ：０．０６～０．１２％、および
　残部：アルミニウムと不可避的不純物
から成り、上記不可避的不純物のうちＭｎ：０．１％以下, Ｃｒ：０．０５％以下に制限
し、
　円相当径０．２μｍ以上の第二相粒子が２００００個/ｍｍ２以下、繊維状の未再結晶
組織であることを特徴とする高温高速成形性に優れたアルミニウム合金板が提供される。
【０００７】
　更に、第１発明のアルミニウム合金板の製造方法であって、
　第１発明の組成の合金溶湯を準備し、
　上記合金溶湯を薄板連続鋳造機にて厚さ５～１５ｍｍのスラブに鋳造し、
　上記スラブを巻き取り、
　均質化処理することなく冷延率７０～９６％で冷間圧延する
ことを特徴とする高温高速成形性に優れたアルミニウム合金板の製造方法が提供される。
【０００８】
　上記の目的を達成するために、本願第２発明によれば、質量％で、下記組成：
　Ｍｇ：２．５～５．０％、
　Ｆｅ：０．１～０．３％、
　Ｓｉ：０．０６～０．１２％、および
　残部：アルミニウムと不可避的不純物
から成り、上記不可避的不純物のうちＭｎ：０．１％以下, Ｃｒ：０．０５％以下に制限
し、
　円相当径０．２μm以上の第二相粒子が２００００個/ｍｍ２以下、平均結晶粒径２０μ
ｍ以下の再結晶組織であることを特徴とする高温高速成形性に優れたアルミニウム合金板
が提供される。
【０００９】
　更に、第２発明のアルミニウム合金板の製造方法であって、
　上記組成の合金溶湯を準備し、
　上記合金溶湯を薄板連続鋳造機にて厚さ５～１５ｍｍのスラブに鋳造し、
　上記スラブを巻き取り、
　均質化処理することなく冷延率７０～９６％で冷間圧延し、
　得られた冷間圧延板に最終焼鈍を施して再結晶化させる
ことを特徴とする高温高速成形性に優れたアルミニウム合金板の製造方法が提供される。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明のアルミニウム合金板は、化学組成を規定し、特に従来は焼鈍材の結晶粒微細化
のために添加していたＭｎおよびＣｒを、従来とは逆に不純物として含有量を厳密に規制
する一方で、Ｓｉ、Ｆｅはむしろ有効な必須元素として利用すると同時に、ミクロ組織を
規定して金属間化合物を微細かつ均一に分散させ、繊維状の未再結晶組織とするか、また
は粒径を規制した再結晶組織とすることにより、高温高速成形時に微細なサブグレイン（
亜結晶粒）組織の形成で高い伸びが得られる。
【００１１】
　したがって、本発明のアルミニウム合金板は、地金コストが上昇することなく、製造工
程数も増加せず、細粒化の元素添加も必要としない。
【００１２】
　また、本発明の製造方法は、薄板連続鋳造プロセスにより高い鋳造時冷却速度を確保す
ると共に冷間圧延において冷延率を規制して金属間化合物の均一微細分散を達成し、冷間
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圧延により繊維状組織とするか、または冷間圧延後の最終焼鈍により微細な再結晶組織と
することにより、高温高速成形時に高い伸びが得られるアルミニウム合金板を製造するこ
とができる。
【００１３】
　本発明の製造方法は、薄板連続鋳造機にて鋳造したスラブを均質化処理することなく最
終厚みまで冷間圧延するため、工程数が少なくエネルギー消費量も低い高速超塑性特性を
有するアルミニウム合金板の製造方法である。
【００１４】
　本発明のアルミニウム合金板を使用することにより、高品位の成形製品が得られ、また
成形時間が短縮され生産性が改善される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　本発明において合金の化学組成を限定した理由を説明する。本明細書中で化学組成を表
す「％」は特に断らない限り「質量％」の意味である。
【００１６】
　〔Ｍｇ：２．５～５．０％〕
　Ｍｇは固溶強化によって強度を高める元素であり、２．５％未満であるとこの効果を発
現することができず、また高温高速変形時に微細なサブグレイン組織が形成できず伸びが
低い。Ｍｇ含有量が５．０％を超えると冷間圧延が困難となる。
【００１７】
　〔Ｆｅ：０．１～０．３％〕
　Ｆｅは鋳造時にＡｌ-Ｆｅ-Ｓｉ系などの金属間化合物の微細粒子として晶出し、冷間圧
延後の焼鈍の際に再結晶の核生成サイトとして機能する。したがって、これら金属間化合
物の粒子個数が多いほど生成する再結晶核が多くなり、その結果、多数の微細な再結晶粒
が形成される。また、金属間化合物の微細粒子は、生成した再結晶粒の粒界をピン止めし
て結晶粒の合体による成長を抑制し、微細な再結晶粒を安定に維持する。この効果を発現
するにはＦｅ含有量を０．１％以上とする必要がある。ただし、Ｆｅ含有量が０．３％を
超えると晶出する金属間化合物が粗大化する傾向が強くなり、高温成形時にこの金属間化
合物を起点としてキャビティ（空洞）を形成し成形性が劣る。したがって、Ｆｅ含有量は
０．１～０．３％に限定する。好ましい範囲は０．１～０．２５％である。
【００１８】
　〔Ｓｉ：０．０６～０．１２％〕
　Ｓｉは鋳造時にＡｌ-Ｆｅ-Ｓｉ系などの金属間化合物の微細粒子として晶出し、冷間圧
延後の焼鈍の際に再結晶の核生成サイトとして機能する。したがって、これら金属間化合
物の粒子個数が多いほど生成する再結晶核が多くなり、その結果、多数の微細な再結晶粒
が形成される。また、金属間化合物の微細粒子は、生成した再結晶粒の粒界をピン止めし
て結晶粒の合体による成長を抑制し、微細な再結晶粒を安定に維持する。この効果を発現
するにはＳｉ含有量を０．０６％以上とする必要がある。ただし、Ｓｉ含有量が０．１２
％を超えると晶出する金属間化合物が粗大化する傾向が強くなり、高温成形時にこの金属
間化合物を起点としてキャビティ（空洞）を形成し成形性が劣る。したがって、Ｓｉ含有
量は０．０６～０．１２％に限定する。好ましい範囲は０．０６～０．１％である。
【００１９】
　〔Ｍｎ：０．１％以下〕
　Ｍｎは、従来は再結晶粒を微細化させかつ再結晶粒の成長を抑制するために添加されて
いた。これに対して本発明においては、Ｍｎを不純物として含有量を０．１％以下に制限
する。すなわち、Ｍｎ含有量が０．１％を超えると、鋳造時にＡｌ－（Ｆｅ・Ｍｎ）-Ｓ
ｉ系の塊状晶出物を生じ、冷間圧延工程を経てもそれらが破断されることなく最終焼鈍後
も残存するため、高温成形時にこの晶出物を起点としてキャビティ（空洞）を形成し成形
性が劣る。特にキャビティ発生防止を重視する場合には、上限を更に制限して０．０５％
以下とすることが好ましい。
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【００２０】
　〔Ｃｒ：０．０５％以下〕
　Ｃｒは、Ｍｎと同様に、従来は再結晶粒を微細化させかつ再結晶粒の成長を抑制するた
めに添加されていた。これに対して本発明においては、Ｃｒを不純物として含有量を０．
０５％以下に制限する。すなわち、Ｃｒ含有量が０．０５％を超えると、鋳造時にＡｌ－
（Ｆｅ・Ｃｒ）－Ｓｉ系の塊状晶出物を生じ、冷間圧延工程を経てもそれらが破断される
ことなく最終焼鈍後も残存するため、高温成形時にこの晶出物を起点としてキャビティ（
空洞）を形成し成形性が劣る。特にキャビティ発生防止を重視する場合には、上限を更に
制限して０．０３％以下とすることが好ましい。
【００２１】
　〔任意成分のＴｉ：０．００１～０．１％〕
　本発明においては、鋳造塊の結晶粒を微細化するためにＴｉを０．００１～０．１％の
範囲で添加することができる。この効果を発現するにはＴｉ添加量を０．００１％以上と
する必要がある。ただし、Ｔｉ添加量が０．１％を超えるとＴｉＡｌ３等の粗大な金属間
化合物が生成し、高温成形時にキャビティ（空洞）を形成し成形性が低下する。好ましい
範囲は０．００１～０．０５％である。
【００２２】
　次に、本発明において合金板のミクロ組織を限定した理由を説明する。
　〔円相当径０．２μｍ以上の第二相粒子が２００００個/ｍｍ２以下〕
　本発明における第二相粒子とは、金属間化合物のことを意味し、具体的には、鋳造時に
晶出したＡｌ－Ｆｅ－Ｓｉ系、Ａｌ－（Ｆｅ・Ｍｎ）－Ｓｉ系、Ａｌ－（Ｆｅ・Ｃｒ）－
Ｓｉ系、Ｍｇ２Ｓｉ、Ａｌ６Ｍｎ等のことである。
　本発明は、円相当径０．２μｍ以上の第二相粒子の個数を制限することにより、高温高
速成形時のキャビティ発生を抑制し、高温高速変形時に高い延性を発現することにより、
高温高速成形性が高まる。この効果を得るためには、円相当径０．２μｍ以上の第二相粒
子の存在密度を２００００個/ｍｍ２以下に制限する必要がある。円相当径０．２μｍ以
上の第ニ相粒子の個数はでき得る限り減らすことが望ましい。
【００２３】
　〔繊維状の未再結晶組織〕
　冷間圧延後に最終焼鈍を施さず繊維状の未再結晶組織とした合金板は、高温成形の際の
加熱中に微細な再結晶粒が生成する。更に、高温成形中に微細なサブグレイン（亜結晶粒
）組織が生成する。それによって、伸びが向上する。
【００２４】
　〔平均結晶粒径２０μｍ以下の再結晶組織〕
　冷間圧延後の最終焼鈍により再結晶組織とした冷間圧延板は、平均結晶粒径を２０μｍ
以下とする。高温成形前の結晶粒径が微細であれば、高温変形時に粗粒を起因とした肌荒
れが発生せず良好な外観が得られるとともに、高温変形時の伸びが増大する。平均結晶粒
径が２０μｍを超えると粗粒を起因とした肌荒れが発生するとともに高温変形時の伸びが
低下する。更に好ましい平均結晶粒径は１３μｍ以下である。なお、ここで「再結晶組織
」とは完全再結晶組織ばかりでなく、部分再結晶組織（２０μｍ以下の再結晶粒＋繊維状
の未再結晶粒）も含む。
【００２５】
　本発明の製造方法の諸条件を限定した理由を説明する。
　〔薄板連続鋳造機にて厚さ５～１５ｍｍのスラブに鋳造し〕
　本発明の高温高速成形性に優れたアルミニウム合金板の製造に用いる薄スラブは薄板連
続鋳造機により鋳造する。薄板連続鋳造機には、双ベルト式と双ロール式の２方式がある
。
　双ベルト式連続鋳造機では、上下に対面し水冷されている一対の回転ベルト間に溶湯を
注湯してベルト面からの冷却で溶湯を凝固させてスラブとし、ベルトの反注湯側より該ス
ラブを連続して引き出してコイル状に巻き取る方式が採用される。
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　双ロール式連続鋳造機では、上下に対面し水冷されている一対の回転ロール間に溶湯を
注湯してロール面からの冷却で溶湯を凝固させてスラブとし、ロールの反注湯側より該ス
ラブを連続して引き出してコイル状に巻き取る方式が採用される。
【００２６】
　本発明においては、鋳造するスラブの厚さは５～１５ｍｍとする。この範囲の厚さであ
れば、板厚中央部でも大きな凝固速度を確保できるので、均一な鋳造組織を形成し易く、
同時に、本発明の組成であれば粗大な金属間化合物の生成の抑制が容易にでき、最終的な
製品板における円相当径０．２μｍ以上の第二相粒子の２００００個/ｍｍ２以下の低密
度にすることができる。また、最終焼鈍後の再結晶粒の平均粒径を２０μｍ以下に制御す
ることが容易になる。上記のスラブ厚さ範囲は、薄板連続鋳造の実行面からも適当である
。すなわち、スラブ厚さが５ｍｍ未満であると、単位時間当りに鋳造機を通過するアルミ
ニウム合金量が少なくなり過ぎて、鋳造圧延自体が困難になる。スラブ厚さが１５ｍｍを
超えると、コイルとして巻き取ることが困難になる。
【００２７】
　〔冷延率７０～９６％で冷間圧延する〕
　冷間圧延による塑性加工により発生した転位の晶出物周囲への堆積によって、最終焼鈍
を施さない場合には最終板において繊維状の未再結晶組織を形成し、高温成形の際の加熱
による結晶粒微細化を促進し、あるいは最終焼鈍を施す場合には最終板において微細な再
結晶組織を形成する。冷延率が７０％未満であると、転位の蓄積が不十分になって高温成
形の際の加熱中または焼鈍後に微細な再結晶組織が得られない。冷延率が９６％を超える
と、冷間圧延中に耳割れが発生し、冷間圧延の実行が困難になる。
【００２８】
　本願第２発明においては冷間圧延後に最終焼鈍として上記焼鈍を行なう。これは一般に
連続焼鈍炉またはバッチ炉で行なうが、特にこれに限定する必要はない。
　〔連続焼鈍炉：保持温度４００～５００℃で保持時間５分以内の焼鈍処理を施す〕
　連続焼鈍炉による最終焼鈍の焼鈍温度は４００～５００℃の範囲とする。４００℃未満
であると、再結晶が不十分になり、微細な再結晶組織を得ることができない。しかし、５
００℃を超えると、再結晶粒径が２０μｍを超えてしまい、微細な再結晶組織が得られな
い。
【００２９】
　連続焼鈍炉での焼鈍温度における保持時間は５分以内とする。５分を超える保持時間の
場合、再結晶粒が粗大化してしまい、微細な再結晶組織が得られない。
【００３０】
　〔バッチ炉：保持温度３００～４００℃、保持時間１～８時間の焼鈍処理を施す〕
　バッチ炉による最終焼鈍の焼鈍温度は３００～４００℃の範囲とする。３００℃未満で
あると、再結晶が不十分になり、微細な再結晶組織を得ることができない。しかし、４０
０℃を超えると、再結晶粒径が２０μｍを超えてしまい、微細な再結晶組織が得られない
。
【００３１】
　バッチ炉での焼鈍温度における保持時間は１～１０時間の範囲とする。保持時間１時間
未満の場合、昇温速度にもよるが、コイル全体が均一に加熱されないため、均一で微細な
再結晶組織が得られない。保持時間１０時間を超える場合、生産コストが掛かりすぎるた
め好ましくない。
【００３２】
　本発明のアルミニウム合金板の成形加工は、４００～５５０℃の温度で行なうことが好
ましい。成形加工温度が４００℃未満では十分な伸びが得られない。成形加工温度が５５
０℃を超えると、結晶粒の粗大化が起き、更に本発明の範囲内で高Ｍｇ組成の合金では局
部的な融解が発生して伸びが低下する。成形加工時の歪速度は2×10-2/sec～8×10-1/sec
の範囲が好ましい。歪速度が2×10-2/sec未満であると、成形加工中に微細なサブグレイ
ン組織が形成できず伸びが低下する。歪み速度は、8×10-1/secを超えると、結晶粒が粗



(7) JP 5135684 B2 2013.2.6

10

20

30

40

50

大化し伸びが低くなる。更に好ましい歪速度の範囲は5×10-2/sec～5×10-1/secである。
【実施例】
【００３３】
　表１に示す化学組成のアルミニウム合金溶湯を双ベルト式連続鋳造機で１０ｍｍの厚み
の薄スラブを鋳造した。鋳造した薄スラブはその後、均質化処理を行わず、最終板厚１ｍ
ｍまで冷間圧延した。得られた板の一部は、４５０℃×１５秒間の最終焼鈍を行い調質Ｏ
とした。その後、全ての板材からミクロ組織観察用試料を採取して断面を研磨し、画像解
析装置（LUZEX）で所定の面積に存在する円相当径０．２μｍ以上の第二相粒子の個数を
カウントした。さらに、ＪＩＳＨ７５０１に規定した試験片を作成して、４４０℃まで加
熱して歪み速度 1×10－１/secにて高温引張試験を行ない、伸び（％）を測定した。
【表１】

【表２】

【００３４】
　試料番号１は本発明の組成範囲内であり、その金属組織において円相当径０．２μｍ以
上の第二相粒子が２００００個/ｍｍ２以下、平均結晶粒径２０μｍ以下であったため、
伸びは２５０％以上であった。
【００３５】
　試料番号２は本発明の組成範囲内であり、その金属組織において円相当径０．２μｍ以
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引張試験の際の加熱中に微細な再結晶粒組織が得られ、伸びは２５０％以上であった。
【００３６】
　試料番号３はＭｎ含有量が０．１％を超えており本発明の組成範囲外であり、その金属
組織において円相当径０．２μｍ以上の第二相粒子が２００００個/ｍｍ２以上であった
ため、高温引張試験中にキャビティが多数発生し、伸びは２５０％未満であった。
【００３７】
　試料番号４はＣｒ含有量が０．０５％を超えており本発明の組成範囲外であり、その金
属組織において円相当径０．２μｍ以上の第二相粒子が２００００個/ｍｍ２以上であっ
たため、高温引張試験中にキャビティが多数発生し、伸びは２５０％未満であった。
【００３８】
　試料番号５はＭｇ含有量が２．５％未満であり本発明の組成範囲外であり、その金属組
織において円相当径０．２μｍ以上の第二相粒子が２００００個/ｍｍ２以下、平均結晶
粒径２０μｍ以下であったが、高温変形時に微細なサブグレイン組織が得られず、伸びは
２５０％未満であった。
【００３９】
　試料番号６はＭｇ含有量が５．０％を超えており本発明の組成範囲外であり、薄スラブ
の鋳造はできたものの、その後の冷間圧延中に耳割れが生じたため、１ｍｍ厚の板材を得
ることができなかった。
【産業上の利用可能性】
【００４０】
　本発明により、地金コストを上昇させず、製造工程数も増加させることなく、結晶粒微
細化のための添加元素も必要とせずに、薄板連続鋳造プロセスにより、優れた高速超塑性
成形性を有するアルミニウム合金板およびその製造方法が提供される。
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